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ＢＯＰビジネス支援センターを通じた情報提供
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①ポータルサイト「ＢＯＰビジネス支援センター」による情報提供

○ＢＯＰビジネスを総合的に支援する仕組みとして、支援・施策制度、各支援機関の紹介、セミナーの概要、
調査報告書等の情報を一元的に提供。また、公募情報やイベント情報をメールマガジンで配信。
経済産業省監督の下、ジェトロが運営。

②ジェトロによる支援措置 【運営費交付金（政策経費）】

○BOP/ボリュームゾーンビジネスを検討する企業のビジネスアイデアについての相談対応から実証事業
まで、一貫した支援を実施。
→ニーズ調査・先行事例調査
→現地コーディネーター（平成26年度、11か国に配置）
→ビジネスミッションの派遣 （平成23年度～26年度、計10回）
→消費者受容性調査
→アフリカビジネス実証事業.

③ＢＯＰ・インクルーシブビジネス支援セミナーの開催

○（一財）貿易・産業協力振興財団協力の下、ＢＯＰ・インクルーシブビジネスに関するセミナーを開催。
→前回（平成27年１月26日）のテーマは、「中小企業の新興国・途上国展開における資金調達」。
約230名の関係者が出席。

１．ＢＯＰ・インクルーシブビジネス支援施策の概要
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２．企業が直面する課題

○ＢＯＰビジネスに取り組んでいる企業に共通する主要な課題は、「社内決裁」、「資金調達」、
「パートナー・人材」である。

○成功案件を増やしていくためには、社会的なプレイアップ、政府調達の活用、資金調達、既
存支援の有効活用など、関係者が緊密に連携していくことが重要となっている。

●パートナー・人材
○現地パートナー・人材の技術や能力が企業の求めるレベルに達しない。
○現地パートナー・人材を用いた流通網を構築するために莫大なコストが掛かる。
○適切な経営人材・管理職が見つからない。
○税務・法務・労務等の専門家が見つからない。

●資金調達
○中小企業の場合、国や金融機関は、実績がないと資金面での支援は困難。
○将来性のある事業でも、本社の業績が悪いと融資してもらえない。
○資金調達に伴う書類作成や担当者との調整に係る労力や時間が高コストとなる。
○現地パートナーの資金を確保するための現地通貨建ての融資が必要。

●社内決裁（主に大企業）
○新興国・途上国市場開拓のための中長期的・戦略的先行投資の必要性を認識しつつも、収益見込み
やリスクの不透明さから、企業戦略に明確に位置づけられない。
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対象とする
ＢＯＰ層

事業モデル名 説明

1

消費者とし
てのＢＯＰ
層

輸入
海外で生産された商品を、輸入し現地
ＢＯＰ層に販売する事業

2 公共性(高) 水や教育等、公共性が高い事業

3 ハイテク技術製品
販売

家電等、技術製品を販売する事業

4 薄利多売 大量販売により、利益化を図る事業

5 消費者教育を要す
る事業

現地に存在しない商品/サービスについ
て、消費者を教育する必要がある事業

6
生産者とし
てのＢＯＰ
層

大規模調達(農業) 現地ＢＯＰ農家から大量の農作物を調
達する事業

7 現地加工・組立
現地工場等で商品の加工/組立を行う
事業

8 輸出
現地で生産された商品を、輸出販売す
る事業

9 その他 その他 その他事業モデル

３．今後の方向性 （①収益志向型ＢＯＰビジネスのモデル化）

○ＢＯＰビジネスの課題は、継続的な取組に必要となる収益の確保。収益の確保のためには、
単に民間企業の努力に期待するだけでは限界がある。

○ビジネスモデルの類型化、ＢＯＰビジネス特有のマーケティング上の考慮要素を整理し、収
益を上げる上での原則、事業実施前の評価ポイント、製品・サービスを現地に適合させるた
めの方向性等を提示していくことが必要。実証プロジェクトの成功を図る。

4

「本業（厳格な収益性確保）」と
「ＣＳＲ事業（収益は度外視）」の
中間的事業であり、将来への投
資としてのＢＯＰビジネス。

収益指向型ＢＯＰビジネス

● 類型化の例



３．今後の方向性 （②国際機関やＮＰＯ等とのさらなる連携）

○日本政府が拠出している国際機関等との連携により、日本企業の新興国・途上国ビジネス
支援の強化を目指す。

○ＢＯＰビジネスにおける外部リソースとして、ＮＰＯ・ＮＧＯ等との連携の意義や、新たな連携
方法の検討を進める。

5

国際機関との連携可能性

【一例として】
●米州開発銀行（IDB）グループ
多数国間投資基金(MIF）
○MIFは零細小企業、小規模農家、貧困所得世

帯の経済・生活条件改善につながる民間主導
の先進的な取組を支えるラボラトリーとしての
使命を有する。

○日本は創設時から主要ドナー国であり、現在も
第2位の資金拠出国（議決権の28%を保有）。

○MIFのプロジェクト実績はこれまで1800件以上

あるが、日本の企業・団体との連携実績は約
15件のみ（全体の1%未満）。

○昨年から、日本とのパートナーシップ強化を担
当する職員を配置。

●一般的な連携事例

○農村部にネットワークのあるNPOの流通チャ
ネルの活用。

○新たな製品・サービスの普及に向けた、栄養
教育や衛生教育の実施。

●今後の連携の可能性

○NPOとの協働による新たな資金調達先の確保
（寄付金の活用等）。

○現地での事業展開に伴う環境や社会に対する
影響の事前調査。

ＮＰＯとの連携可能性



【ＴＯＰページ】 http://www.bop.go.jp/

各支援機関の
紹介

メールマガジン

マッチング支援
（関係者間連携促進）

イベント情報

国別情報・報告書

（参考資料）ＢＯＰビジネス支援センターを通じた情報提供

ＢＯＰビジネスを総合的に支援する仕組みとして、ＢＯＰビジネスの推進に資する情報を提供
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